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研究成果の概要（和文）：　本研究は、戦後日本における障害乳幼児支援の展開過程とその特質について、展開
要因を明らかにすることを目的とした。その結果北海道は全国で一番「ことばの教室」設置がなされ、行政と親
の会等との協働により整備が進められた可能性を見出した。さらに北海道真駒内養護学校言語治療教室は道内で
の「ことばの教室」整備を進める社会的機能を有するとともに、親の会の拠点機能、教師教育機関としての機能
を有することにより、道内の「ことばの教室」設置の原動力の一つとなっていた。
　本研究は、今後の教育史、児童福祉史研究における障害乳幼児支援研究を進める上で、複数の研究領域から複
合的アプローチを試み、新たな研究視座をもたらした。

研究成果の概要（英文）：　The goals of this study were to reveal the characteristics of 
developmental process of the “Resource room for young children with speech and Language disorders”
 (hereinafter called "Resource room")  in Japan after WWⅡ. In particular, focused on development 
factors during the 1945-1980’s.　It became clear from the research result that "Resource room" were
 most established in Hokkaido. One of the reasons possibility that "Resource room" were maintained 
was suggested by administration and parent groups cooperation. And, it can be said that Makomanai 
special needs school resource room possessed the social function to which maintenance in "Resource 
room" were suggested. In addition, Makomanai special needs school resource room possessed the base 
of parent groups and teachers educational function.
  This study brought a new study viewpoint about history of education and child welfare.

研究分野：社会福祉学・特別支援教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 障害のある乳幼児（以下、障害乳幼児）の
支援に関しては、近年子ども・子育て支援の
みならず、貧困やマイノリティ等多様なニー
ズへの対応が支援者や支援機関に求められ
ており、より一層の充実が求められている。 
 その中で田中（2013 ; 2017a ; 2016b ; 
2016c）の一連の研究は、戦後から 1980年代
を中心に、障害乳幼児支援体制整備の展開過
程がどのように進められてきたのかを明ら
かにする作業を行っている。特に戦後日本の
障害乳幼児支援において地域での支援を担
ってきた通園施設・通園事業に関して、東京
都を対象とした事例研究を蓄積し、東京都東
村山市「幼児相談室」が障害乳幼児のみなら
ず、養育上の支援ニーズを有する乳幼児とそ
の保護者や、幼稚園・保育所の保育者等まで
誰でも利用できる子育て支援機関として位
置づけられ、今日の障害乳幼児支援で求めら
れる「敷居の低い」支援機関が備える特質を
有していたこと等を明らかにしている。 
 今後の障害乳幼児支援体制整備の在り方
を議論する上では、これまでどのような支援
機関がどのような展開過程を経て整備がな
されてきたのか、どのような支援に関する特
質を有しており、支援体制整備においてどの
ような役割を担っていくことを期待されて
いるのか等の検討作業が必要不可欠であり、
田中の一連の研究に代表される歴史的研究
はその基礎研究に位置づくものである。 
 このような観点から、本研究も戦後日本に
おける障害乳幼児支援の歴史的展開過程と
その特質を明らかにする研究として、特に障
害幼児支援を担ってきた「ことばの教室」「幼
児ことばの教室」（以下、特に注釈のない場
合は「ことばの教室」と表記する）の展開過
程を明らかにする研究構想を立案した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、戦後日本における障害乳幼児に
対する支援の展開過程とその特質について、
展開要因を明らかにすることを目的とした。 
具体的には戦後～現在の日本における障
害幼児の支援を担う「ことばの教室」に関し
て特に戦後～1980年代に焦点を当て、「こと
ばの教室」は今日の障害幼児への「地域支援」
体制構築へとつながる支援の一系譜ととら
え、その展開要因を明らかにすることとした。 
 
３．研究の方法 
（１）研究視座（図１） 
 本研究を進めるにあたり、研究視座として
「身近な敷居の低さ」「専門性」「地域性」の
３点を設定した。 
 「厚生労働省社会保障審議会障害者部会報
告～障害者自立支援法施行後３年の見直し
について～」（平成 20年 12月 16日）等に示
されている障害乳幼児支援では、「障害の早
期発見・早期対応」の観点から、「身近な敷
居の低い」支援機関が求められている。また

「就学前の支援」の観点から「障害のある子
どもとない子どもができるだけ共に過ごし
ていけるようにしていくこと」の重要性とと
もに、「障害児にとっては専門的な指導や支
援を受けること」の必要性が指摘され、具体
的には「通所施設の地域への支援の役割の強
化」と、「専門性」「地域性」が要点として示
されている。「専門性」に関しては、田中 謙
他（2013）で就学前の知的障害児等支援につ
いて幼稚園を支援する「専門性」のある支援
機関を充実させることが必要である等との
知見も得られており、支援機関の専門性は今
日にまで通じる課題であるといえる。 
 従って、現在の障害乳幼児支援研究は、「身
近な敷居の低さ」と高い「専門性」との両方
の特質を併せ持つ「地域」（地域に応じた）
支援機関に関する研究が求められると考え
られる。そのため本研究では研究視座として
「身近な敷居の低さ」「専門性」「地域性」の
３点を設定した。 
 その上で本研究ではこれまでの障害乳幼
児支援に関する歴史的研究から（田中・渡
邉,2012）、「専門性」の中でも「ことば」の
支援に着目する必要性を設定した。鷲見・宮
地（2012）に代表されるように障害種問わず
障害幼児支援全般において「ことば」の支援
の充実は不可欠であり、今日の政策の方向性
を考える上でも「ことば」の支援は重要なキ
ーワードである。この「ことば」の支援に先
駆的に取り組んできたのが「ことばの教室」
であり、「ことばの教室」は本研究の趣旨に
沿う適切な研究対象であると考えた。 
以上を踏まえ、研究の学術的背景および上
記一連の研究知見から申請者は「身近な敷居
の低さ」と「専門性」の両方を兼ね備えた支
援機関についての研究を展開要因に着目し
て実証的に進めることで、今後の障害児支援
の発展に関する政策・施策の立案や事業化に
示唆を与えるのではないかと考え、研究を進
めた。特に本研究ではこの点を、「ことば」
の支援に関する高い「専門性」を有すると考
える「ことばの教室」に関する実証的研究を
通して明らかにすることとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 研究視座 



（２）研究方法 
 研究方法に関しては、北海道を事例とした
歴史的研究方法を採用した。研究作業の方法
等に関しては「５．主な発表論文等」の各論
文の中で示すこととし、以下では３年間の研
究成果を①「戦後日本における『ことばの教
室』の展開過程の特質」、②「北海道におけ
る『ことばの教室』の展開過程の特質」、③
「北海道『ことばの教室』の展開過程におけ
る先駆的実践事例の特質」に再編してまとめ
ることとする。 
 
４．研究成果 
（１）戦後日本における「ことばの教室」の
展開過程の特質 
文部省初等中等教育局編『特殊教育資料』
を主な史資料として、戦後日本における「こ
とばの教室」の展開過程の特質を検討した。
その結果、主に次の３点が明らかになった。 
①文部省の 1960～1970年代における言語障
害児教育政策に関しては、昭和 42年度『児
童・生徒の心身障害に関する調査』、『学校
保健統計調査』および『学校基本調査』」
を基に 1968（昭和 43）年度から全児童生
徒の約 0.33%（『特殊教育資料 昭和 43年
度版』）が言語障害の「出現率」とされた。
少なくとも同数値はデータ掲載が確認で
きる 1976（昭和 51）年度まで児童生徒中
0.33%、約 50,000人の言語障害児の推定値
が政策立案の根拠として考えていたこと
がうかがわれた。 
②小学校、中学校における「言語障害特殊学
級設置数の変遷」の分析結果から 1950 年
代後半～1960 年代初期の５年間にかけて
は、言語障害特殊学級の先駆けとなった仙
台市立通町小学校、千葉市立院内小学校の
み設置がなされ、1960 年代後半から設置
数および在籍児数の増加が確認でき、特に
1970年代に設置数が1970年度の264学級
から 1979年度の 1,037学級へと大幅に増
加していることが明らかになった。1980
年代の設置数も考慮すると、戦後日本にお
ける言語障害特殊学級は 1970 年代に設置
が拡充されていったことがうかがわれる
が、一方で在学率は 1968年度の 1.9%から
1976年度の 11.9%と約 10年間で 10ポイ
ントの上昇にとどまり、特殊学級設置、言
語障害教育推進は十分に進められなかっ
た可能性が示唆された。 
③小学校「都道府県別言語障害特殊学級設置
数の変遷」に着目すると、1970 年度の千
葉県の 41学級 378人が他県に比して特に
設置数が多いことが確認できた。次いで東
京都、神奈川県の 17学級、北海道の 15学
級、大阪府の 13学級、静岡県の 11学級と
なっていた。また宮城県は同年度の設置数
が確認できないものの、1972 年度の設置
数から千葉県に次いで設置が進んでいた
可能性があった。従って、千葉県、宮城県
は仙台市立通町小学校、千葉市立院内小学

校のみならず、両学級の影響を受け、他県
に比して先進的に整備が進められた可能
性が見出せた。 
 その中で、特質として全国的な展開過程に
おいて小学校言語障害特殊学級の整備が進
められていったのが北海道であることが明
らかになった。1970 年代に一貫して千葉県
の設置数が一番多い中で、北海道は 1980 年
度に千葉県を抜いて全国で一番多い設置数
（106学級）となっている。北海道が最多設
置学級数である点は 1993 年度まで変わって
おらず、設置数の変遷から北海道は特に小学
校特殊学級設置に取り組んできた地方公共
団体であると考えられた。そのため、全国的
に一番特殊学級設置が進められた北海道に
おける「ことばの教室」「幼児ことばの教室」
の発展要因を明らかにすることは、戦後日本
における言語障害教育史の進展において不
可欠な研究課題であることを指摘した。 
 
（２）北海道における「ことばの教室」の展
開過程の特質 
①北海道における「ことばの教室」の展開過
程の特質 
北海道言語障害児教育研究協議会が編纂
を行った、1979（昭和 54）年刊行『北海道
における言語障害児教育白書』等を主な史資
料として、北海道における「ことばの教室」
の展開過程の特質を検討した。 
その結果、小学校「ことばの教室」におい
ても障害幼児に対する支援が行われていた
ことが確認でき、設置数に関しては、1960
年代５ヶ所、1970年代 35ヶ所の設置が確認
できた。この結果から北海道では 1970 年代
から本格的に「ことばの教室」設置が広がっ
ていったことが明らかとなった。また 1960
～1970年代には人口上位 30に位置づく自治
体での設置が広がっていった 
 特質としては、1970 年代までに設置が見
られなかった支庁が存在したことも確認で
きたため、各地域での「格差」がみられたこ
と、保護者や対象児にとって「言語治療学級
（教室）」より「ことばの教室」の方が語感
が柔らかく、通級に対する「敷居の低さ」を
感じさせやすい名称として用いていた可能
性があること、「親の会」が「ことばの教室」
よりも先に創設された 18 事例に関しては、
一部を除きいずれも「親の会」創設後１～３
年で「ことばの教室」が設置されており、「こ
とばの教室」設置に関して、「親の会」の行
政への働きかけや行政との協働等が設置実
現の一つの動力となった可能性が示唆され
たことがあげられる。 
 
②北海道における「幼児ことばの教室」の展
開過程の特質 
北海道言語障害児教育研究協議会が編纂
を行った『年次報告書』の各年度版等を主な
史資料として、北海道における「幼児ことば
の教室」の展開過程の特質を検討した。 



その結果、1970年代に８支庁24機関、1980
年代に 12支庁 43機関と、少なくとも 1970
～80年代に合計 67機関の「幼児ことばの教
室」の開設が確認された。 
そして、展開過程の特質として 1970～

1980 年代とも、教育行政のみならず、福祉
行政の関与が大きいことが結果として示さ
れた。具体的には 1980 年代において福祉行
政、教育行政管轄下のいずれの「幼児ことば
の教室」も「小学校・中学校ことばの教室併
設型専任指導員配置経営型」が最も多かった
ことが明らかとなった。このことは小学校、
中学校「ことばの教室」が「幼児ことばの教
室」に先んじて整備展開がなされ、既存の「こ
とばの教室」に幼児専任指導員を配置して設
置した機関が多かったことを指し示すと考
えられる。 
また自治体別の展開過程に関しても分析
を行った結果、1980 年代には町村規模の自
治体にも「幼児ことばの教室」開設の動きが
生じ、設置数が増加していく過程を有してい
たことが明らかになった。その中には「こと
ばの教室」担当小学校教諭等に兼務発令、業
務委嘱を行う兼務型の「幼児指導員配置」と
いう方法を採用して「幼児ことばの教室」を
設置する自治体が確認された。 
以上初年次の研究結果から、「幼児ことば
の教室」は各自治体の人口や地理的要因、行
政方針等の特性に応じた行政施策が採られ
て設置、展開がなされてきた拡大過程を有し
ているという特質があることが指摘された。 
 
（３）北海道「ことばの教室」の展開過程に
おける先駆的実践事例の特質 
①北海道真駒内養護学校言語治療教室の特
質 
 本研究では北海道内に最初に設置された
北海道真駒内養護学校言語治療教室の特質
を明らかにするため、創設の経緯と社会的機
能の分析を行った。北海道真駒内養護学校言
語治療教室は道立の肢体不自由養護学校に
道単独事業として設置された。その結果、北
海道内最初の「ことばの教室」が設置された
ことにより、言語障害児に対する学習の場が
生まれ、支援機関として 1960 年代後半に機
能していくこととなっていった。また「仮開
級」時の対象児は主に在籍する脳性まひ児へ
の言語訓練を主としていたが、言語障害児へ
の支援機能が拡充していくとともに、支援対
象も教育相談で取り扱っていた幼児が通級
の対象としても拡充していく過程が明らか
となった。 
 そして、同教室の機能として、マートン
（1949＝1961）の機能分析における「顕在的
機能」および「潜在的機能」の観点からの分
析を試みた。その結果、 
A．顕在的機能の順機能として、北海道内最
初の「ことばの教室」が設置されたことによ
り、言語障害児に対する支援が行われたこと
があげられる。またこの言語障害児に対する

支援機能は、「仮開級」児は主に在籍する脳
性まひ児への言語訓練を主とした支援機能
から、札幌市内の小学校在籍児への支援、そ
して札幌市外居住児も含む言語障害児に対
する支援機能へと拡充していった過程が確
認された。 
B．顕在的機能の逆機能として、1966（昭和
41）年４月１日の開級時に、「通級審査委員
会制度、通級距離、時間、学級の間口などの
問題」により（言語障害児をもつ親の会北海
道協議会編,1990,37）、通級希望者の中から通
級対象児 19 名が選ばれる等、支援が受けら
れる／受けられない子どもという言語障害
児の「選抜」機能が生じた。つまり言語治療
教室という支援機関が設置されながら、支援
を受けられない障害児が生じるという新た
な課題が生じたのである。 
C．潜在的機能の順機能として、小学部、中
学部、高等部が設置された養護学校において
設置された言語治療教室で、肢体不自由児へ
の機能訓練の一環としての言語訓練から、口
蓋裂等の言語障害児への言語障害児教育を
分離させていった。また言語障害のある就学
前の乳幼児の支援も、教育相談から通級対象
へと拡充して行われるようになった。次いで、
道内で「ことばの教室」が実際に経営された
ことにより、「ことばの教室」経営を学ぶた
めの教員が研修に訪れるようになり、「こと
ばの教室」担当者の養成機能を有するように
なった。さらに「ことばの教室」が「特殊学
級」制度に基づきながらも、実質的に「通級
制」を採用していたため、各地域で通級可能
な範囲に「ことばの教室」を設置する必要性
を教師や保護者に気づかせた。これにより北
海道では 1960 年代後半から各地域で「こと
ばの教室」設置に向けた運動が盛んとなって
いった。 
D．潜在的機能の逆機能としては、北海道真
駒内養護学校言語治療教室が「拠点」として
機能することにより、各地域の「ことばの教
室」に対する支援機能を有していったものの、
担当教員の業務範囲の拡充による負担が生
じている可能性があった。また通級対象児の
通級時間の長さも、対象児への負担を生じさ
せていた可能性が考えられた。 
 上述の A～Dの機能から、北海道真駒内養
護学校言語治療教室は北海道における「こと
ばの教室」展開過程において「ことばの教室」
の有用性と、広域を対象とする「ことばの教
室」の限界を示し、各地域での「ことばの教
室」設置、発展を促す社会的機能を担ってい
たとまとめらた。 
一方で通級対象児の受け入れには限界が
あり、同じ言語障害児でも居住地域により通
級の対象となる／ならないという状況が生
じ、言語障害児の「選抜」が行なわれた。こ
の「選抜」機能は、後に各地域の保護者の地
域で「ことばの教室」を設置する必要性の認
識を高め、札幌市以外での「ことばの教室」
設置の動きを加速させていくことになった



と考えられた。 
 そして展開過程の特質としては、道立養護
学校に言語治療教室が設置されたことによ
り、親の会の拠点機能、教師教育機関として
の機能を有することにより、社会的機能とし
て道内の各地域で「ことばの教室」を設置し
ていく上での原動力の一つとなっていった
ことが明らかとなった。 
 
２）札幌市立大通小学校言語治療教室の特質 
本研究では北海道内の小学校に最初に設
置された札幌市立大通小学校言語治療教室
の特質を明らかにするため、その設置に係り
どのような政策が立案され、その政策立案の
特質を規定したと推測される背景要因がど
のようなものであったのかを研究視点とし
て設定し、札幌市立大通小学校言語治療教室
の分析を行った。その結果以下の４点が明ら
かとなった。 
 第１点に札幌市立大通小学校言語治療教
室設置に係る政策立案の原点には、千葉市立
院内小学校言語障害特殊学級で教育を受け
た経験を有する言語障害児を養育していた
北海道言語障害児をもつ親の会、札幌市言語
障害児をもつ親の会会長谷本保子を中心と
する親の会による請願が札幌市議会に提出
されたことがあげられた。この請願の採択に
関しては、紹介議員の中に教育、福祉関係者
や政策に関心の高かった人物が複数含まれ
ていたことが採択の一要因となっていた可
能性がある。少なくとも紹介議員のうち加藤
亨はその後の市議会視察調査にも同行し、菅
原も「市の議員さん達も、加藤亨議員さんを
中心に全国の障害児学級を参観してくれま
した」と述べているように（札幌市立大通小
学校・札幌市立中央中学校編,1987,22）、市議
会議員の理解が採択やその後の政策立案に
関与していたと考えられた。 
 第２点に札幌市では市議会での採択後、当
時日本で先進的に言語障害研究を進めてい
た田口恒夫から政策立案、実施に係る示唆を
得ていたことが明らかとなった。田口からの
示唆を受け、札幌市では情報収集や実態調査、
教員の選定を進めており、田口が政策に大き
な影響を与えたことが確認された。 
 第３点に札幌市は校長が市教育委員会と
関連の深い出町滝三であったこと、また地理
的要因のみならず、行政政策上の要因や精神
薄弱特殊学級との併置による相乗効果等の
教育効果の側面から、大通小学校を設置校と
して選定したと考えられ、小学校教育行政政
策との関連がみられたことが示された。 
 第４点に大通小学校言語治療教室設置に
携わった人物について田口とともに中島教
育長、久保田指導部長、菅原指導主事、そし
て北村札幌養護学校長等が確認でき、設置時
には彼らのソーシャル・キャピタルが資源と
して用いられていたと考えられることが明
らかとなった。 
 

以上から、戦後～1980 年代の「ことばの
教室」の展開過程は、全国的には設置が十分
進められなかった可能性があるものの、北海
道をはじめとする複数の都道府県では先進
的に設置が進められ、支援機関として機能し
ていた可能性を指摘することができた。 
 特に北海道は全国的にも一番設置が進め
られた自治体であり、支庁により差はみられ
るものの、行政と親の会等との協働により整
備が進められた可能性を見出した。その中で
保護者や対象児にとって「言語治療学級（教
室）」より「ことばの教室」の方が語感が柔
らかく、通級に対する「敷居の低さ」を意図
した名称の設定があることも示された。 
 さらに北海道内の先駆的事例から、北海道
真駒内養護学校言語治療教室は道内での「こ
とばの教室」整備を進める社会的機能を有す
るとともに、親の会の拠点機能、教師教育機
関としての機能を有することにより、「こと
ばの教室」を設置していく上での原動力の一
つ、となっていたことを明らかにした。札幌
市立大通小学校言語治療教室の事例からは、
親の会、市行政、市議会議員の協働や研究者
田口恒夫の役割が設置に関わっていたこと
を明らかにした。これらが戦後日本の「こと
ばの教室」の発展要因であった可能性が北海
道の事例から示唆され、今後の教育史、児童
福祉史研究における障害乳幼児支援研究を
進める上で、複数の研究領域からの複合的ア
プローチを試みることで、新たな研究視座を
もたらした。 
 今後は北海道内の中都市、小都市、町村圏
域でどのような展開過程を有しているのか
を明らかにし、特に全国的に課題である小都
市、町村圏域における社会資源開発としての
ことばの教室の展開過程を明らかにし、今後
の小都市、町村圏域における社会資源開発へ
の示唆を得ることが課題としてあげられる。 
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